研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　　南山苑　　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　下平　絵美

	期　　間　　平成　25　年　5　月　31　日　～　平成　25　年　5　月　31　日

	出張目的　平成25年度認定調査従事者新任者研修参加のため

	出 張 先　県民福祉プラザ

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【講義】

1介護保険制度の施行状況

2介護認定等に関する基本的な考え方

3認定調査の実施方法


【所感・考察】

　今回の研修を通して、認定調査の実際を学び、認定調査員という新たな資格を取得することができた。認定調査員の調査項目や評価の視点は、入所相談や入所調査等の際のアセスメントにも有効であり、実際の業務でも活用していきたいと感じた。自分の課題としては、身体構造や医療用語等の基本的な知識や、認知症や高齢者支援の経験が少ないことがあげられる。機会がある都度研修等に参加し、相談員としてのスキルアップを目指していきたい。

【研修内容】

1　介護保険制度の施行状況

介護保険の基本理念やしくみについての説明がある。介護保険の負担割合や所得段階区分等、すでに理解している部分が多く、新たに得た情報は特になかった。青森県は前計画（平成21年度～平成23年度）の保険料基準額が全国ワースト1位、そして、現在の第5期計画は全国ワースト6位となっており、さらに、県民人口の試算では、27年後には約30万人（青森市とその周辺市町村を合わせたくらいの数）減少が見込まれているということを聞き、少子高齢化は実に身近で深刻な問題であることを改めて感じた。また、増え続ける要介護者と財政圧迫の問題は深刻化の一途を辿り、最近メディアでも大きく取り上げられた「軽度介護者の切り離し」について話題に上がっていた。ＰＳＷである自分の個人的な考えではあるが、軽度介護者＝高齢になった精神障害者をイメージしてしまうため、軽度介護者の定義を単純に介護度で区別するのは問題ではないのか、また、切り離された軽度介護者に対する公的サービス以外で補完される支援（ＮＰＯ法人やボランティア、地域のつながり等）が整備されないまま、切り離しが行われてしまわないか、非常に危惧するところである。今後の法改正の動向に注目していきたい。

27年後の自分は精神的にも経済的にも安定し、溌剌と社会貢献しているという姿よりも、自分や家族の健康状態と老後の生活に不安を抱きながら、高齢の両親の世話をしているのだろうかと想像する方が自然であることに虚しさを感じると共に、社会に押し寄せる「さとり世代」の風潮を自分自身の中にも感じた。

2　介護認定等に関する基本的な考え方

　2000年に施行された介護保険制度であるが、介護認定調査においては2009年に改正されたものが現在運用されている。認定調査は全国一律の基準に基づき、公正かつ的確に行われるべきものであり、調査員の義務・責任も非常に大きいことを理解した。改正の大きなポイントとしては、「基礎データの更新」「評価軸の改正（能力・状態の有無・介助の方法の3つの軸）」「みたままの評価と詳細な状況の記載」である。要介護認定は、申請者の状態像を数量化し、それを機械的に基礎データと照合・分析して「要介護等基準時間」を算定し、状態像に付加する特別な介護の手間の有無の確認、さらに状態像から算定された要介護等基準時間の妥当性を議論する場が介護認定審査会である。公平かつ的確に介護認定が成されるために、客観的な評価を徹底する必要があり、介護認定審査会が十分に機能するためには、調査員が項目の選択理由について「特記事項」へ詳細に記載することが重要であることも理解できた。


　　　  　2006年版　　　　　　　 　　2009年版　　　　　　　　  2009年改正版











3　認定調査の実施方法

　※別冊資料の通り
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従前との比較でみた改正版の概要
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確認動作＋日頃の


状況。より頻回な


状況で選択





確認動作と本人や介助者からの聞き取りの状況が異なる場合、実際に行ってもらった状況で選択





確認動作と本人や介助者からの聞き取りの状況が異なる場合、より頻回な状況で


選択





麻痺・硬縮





明確な確認基準なし。


日常生活上の支援で


判断





能力・有無


（麻痺・硬縮）





「起き上がり」等の項目で、自分の身体の一部を支えにして行う場合、「できる」を選択





「起き上がり」等の項目で、自分の身体の一部を支えにして行う場合、「何かにつかまればできる」を選択





「起き上がり」等の項目で、自分の身体の一部を支えにして行う場合、「何かにつかまればできる」を選択





実際に行われている介助が不適切な場合、その理由を特記事項に記載した上で、適切な介助方法を選択





実際に行われている介助により選択（不適切な状況については特記事項の記載のみで選択には反映しない）





判断の根拠については項目によって様々（頻回な状況、調査対象者の能力を勘案等）





介助の方法





生活習慣等によって行為が発生しない場合は、類似の行為で評価できるとした





生活習慣等によって行為が発生しない場合は、「介助なし」を選択して、状況を特記事項に記載する





生活習慣等によって行為が発生しない場合の判断の根拠は項目によって様々（対象者の能力を艱難、類似の行為を勘案等）








